
令和7年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業の活用状況

（単位：千円）

国庫補助額
（Ｃ）

交付金充当
経費（Ｄ）

その他
（E）

1

令和6年度安芸高
田市電力・ガス・食
料品等価格高騰重
点支援給付金【住
民税非課税世帯追
加給付金】【物価高
騰対策給付金】

【令和6年度からの繰越事業】
エネルギー・食料品価格等の物価高騰を受
け、負担感が大きい低所得世帯（令和6年度
住民税非課税世帯）への支援対策として、1
世帯あたり3万円、子ども加算として児童人
あたりを2万円を支給する。

132,406 132,406 132,406 R6.12 R8.3

物価高騰の影響を受ける低所得世帯（令和
6年度住民税非課税世帯）へ支援給付を行
うことで、家計の負担軽減につながった。
【給付世帯：3,796世帯】
【子ども加算給付人数：162人】

2

令和6年度安芸高
田市電力・ガス・食
料品等価格高騰重
点支援給付金（追
加給付）【住民税均
等割のみ課税世帯
市単独分】【物価高
騰対策給付金】

【令和6年度からの繰越事業】
エネルギー・食料品価格等の物価高騰を受
け、負担感が大きい低所得世帯（令和6年度
住民税均等割のみ課税世帯）への支援対
策として、1世帯あたり3万円、子ども加算と
して児童1人あたりを2万円を支給する。

27,190 27,190 27,190 R6.12 R7.6

物価高騰の影響を受ける低所得世帯（令和
6年度住民税均等割のみ課税世帯）へ支援
給付を行うことで、家計の負担軽減につな
がった。
【給付世帯：845世帯】
【子ども加算給付人数：92人】

3

令和6年度安芸高
田市医療福祉施設
等物価高騰対策支
援事業

【令和6年度からの繰越事業】
エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影
響を受ける医療施設（入院施設に限る）と高
齢者・障害者入所・通所施設及び保育所等
に対して、入所施設は定員1人あたり27,600
円を上限に、所・保育施設等は定員1人あた
り9,200円を上限に、補助金を交付する。

47,681 47,681 42,593 5,088 R6.4 R8.2

物価高騰の影響を受ける医療福祉施設等
事業者に補助金を交付することにより、事業
者の負担軽減につながった。
【補助件数：32件】
【申請に対する補助率：100％】

4

令和7年度安芸高
田市電力・ガス・食
料品等価格高騰重
点支援給付金【不
足額給付金】【物価
高騰対策給付金】

エネルギー・食料品価格等の物価高騰が続
く中で、令和6年度に支給した定額減税の調
整給付の支給額に不足が生じた方に、不足
額給付金を支給する。

92,566 92,566 92,566 R7.6 R8.3

物価高騰が続く中で、定額減税の調整給付
に不足が生じた方に不足額給付を行うこと
で、家計の負担軽減につながった。
【給付者数：2,822人】
(扶養親族等含めない)

5

令和7年度安芸高
田市住宅用防犯機
器設置補助金交付
事業

防犯意識の高まりを踏まえた物価高騰対策
支援事業として、地域を犯罪から守るため
に防犯機器を設置する生活者に対して、費
用の一部を補助する。

4,799 4,799 4,799 R7.4 R8.3

物価高騰対策支援事業として、防犯機器の
設置に要する費用の一部を補助すること
で、市民の防犯体制の強化につながった。
【補助件数：350件】
【申請に対する補助率：99.7％】
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6
令和7年度安芸高
田市事業所省エネ
設備導入支援事業

物価高騰の影響を受けている市内事業者
に対して、電力コストの低減が期待できる省
エネ設備への交換又は新設する費用の一
部を補助する。

18,688 18,688 18,688 R7.10 R8.3

電力コストの低減が期待できる省エネ設備
への交換又は新設する費用の一部を補助
することで、市内事業者の負担軽減につな
がった。
【補助件数：49件】
【申請に対する補助率：100％】

7
令和7年度下水道
料金支援事業

下水道事業において、原油価格高騰の影響
を受ける電気代の高騰分を補助し、下水道
料金の値上げを抑えることで、使用者（生活
者、事業者）の負担の軽減を図る。

7,783 7,783 4,883 2,900 R7.4 R8.3

下水道処理施設（4施設）の電気料金を補助
することで、光熱水費の上昇を抑え維持管
理費に軽減を図り、使用者（生活者・事業
者）の負担を抑える事ができた。

331,113 331,113 0 323,125 7,988 0合計
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